様式第１（地方公共団体が行う水力発電事業性評価・公募事業）

平成　年　月　日
一般財団法人　新エネルギー財団
　会　長　　 中  村 　　薫　　殿
住　　所　　　　　　　　　　　　　
申請者　名　　称　　　　　　　　　　　　　
代表者等名　　　　　　　　　　印　
平成３０年度水力発電の導入促進のための事業費補助金（水力発電事業性評価等支援事業）
交付申請書
水力発電の導入促進のための事業費補助金（水力発電事業性評価等支援事業）交付規程第４条第１項の規定に基づき、下記のとおり補助金の交付を申請します。
記
１．補助事業の名称
　　○○○○○水系事業性評価調査・事業者公募
２．補助事業の目的
（注）簡潔に記載すること
３．補助事業の開始及び完了予定日
（１）当年度の事業期間　　　　　交　付　決　定　日　～　　平成○○年○○月○○日
（２）全体の事業期間　　　　　　交　付　決　定　日　～　　平成○○年○○月○○日
（注１）当年度の事業開始日は、交付決定日とすること。
（注２）当年度の事業完了日は、平成３１年２月末日までとすること。
（注３）全体の事業期間は複数年度事業の場合に記載すること。
４．水力発電事業性評価事業の内容
（１）補助事業の内容
（２）補助事業の実施計画
実施計画書のとおり。
（３）補助金交付申請額
①　補助事業に要する経費　 ○○,○○○,○○○円
②　補助対象経費　　　　　 ○○,○○○,○○○円
③　補助金交付申請額　　　 ○○,○○○,○○○円
（注）上記各欄の金額は、別紙１の合計金額を記載すること。
(４) 補助事業に要する経費、補助対象経費及び補助金の額並びに区分ごとの配分（別紙１）
(５) 補助事業に要する経費の区分ごとの四半期別発生予定額（別紙２）
※一般財団法人新エネルギー財団の水力発電の導入促進のための事業費補助金（水力発電事業性評価等支援事業）は、経済産業省が定めた水力発電の導入促進のための事業費補助金交付要綱第３条に基づく国庫補助金を補助事業者に交付するものです。
様式第２（地方公共団体が行う水力発電事業性評価・公募事業）
実施計画書
１．補助事業の名称
　　○○○○○水系事業性評価調査・事業者公募
　（注）様式第１の補助事業の名称と同一表記としてください。
２．事業実施者
　　申請者名称（フリガナ）
：（注）様式第１の申請者名称と同一表記としてください。
　　代表者の氏名（フリガナ）
：（注）役職名も記載してください。
　　住　　　所


：（注）都道府県名から記載してください。
　　担当者１　　　　　　　　　　 （注）財団からの通知等は「担当者１」宛に送付します
                                       連名申請で申請者が複数の場合は、先に記載されている申
請者の「担当者１」宛のみに送付します。　
郵便番号


：〒□□□－□□□□
住　　　所

：○○県○○市○○町○丁目○番地○号
氏　　　名(フリガナ)
：○○ ○○（○○○○ ○○○）
所属部署名

：○○部○○課
電子メールアドレス
：○○○○@○○.○○.○○
電話番号


：○○－○○○○－○○○○
ファックス番号

：○○－○○○○－○○○○
担当者２
郵便番号


：〒□□□－□□□□
住　　　所

：○○県○○市○○町○丁目○番地○号
氏　　　名(フリガナ)
：○○ ○○（○○○○ ○○○）
所属部署名

：○○部○○課
電子メールアドレス
：○○○○@○○.○○.○○
電話番号


：○○－○○○○－○○○○
ファックス番号

：○○－○○○○－○○○○
（注１）申請内容を熟知した担当者を、必ず２名以上記載してください。財団からの連絡は「担当者１」に記載された連絡先に行います。
（注２）担当者は申請者（団体等）に所属する方を記載してください。担当者の代理・代行等は禁止いたします。
（注３）財団からの通常の連絡は主に電子メールを使用します。担当者に連絡がつかない場合や、担当者が申請内容を十分理解されていない場合は、交付決定を取り消すことがあります。
３．水力発電事業性評価事業
（１）補助事業の内容
　　ａ．事業性評価調査の必要性と効果
　　　　（注）事業性評価調査で実施する調査の必要性、補助金を活用して調査を実施することによる

効果を記載すること。
　　ｂ．事業性評価調査の内容
　　　　（注）事業性評価調査で実施する調査項目、具体的調査内容について記載すること。
　　　　　　　また事業性評価の具体的内容、手法等について記載すること。
　　ｃ．発電を行う者の公募計画
　　　　（注）調査地点で発電を行う者の公募の具体的内容、手法等について記載すること。

　（２）事業の実施場所（地点毎に記載すること）
ａ．事業性評価地点
・住　　所：（注）対象となる調査場所を全て記載すること。
（例）
　　流量調査場所：○○市○○町○○番地
　　地質調査場所：○○市○○町△△番地
　　地形測量場所：○○市○○町□□番地、●●番地
・最寄り駅：（注）最寄り駅、バス停、車や徒歩等での所要時間を記載すること。（公共交通機関利用が不便な場合、その旨記載のこと。）
・地形図：添付資料６のとおり。（注１）1/25000の等高線入り地図で作成すること。
（注２）発電所、取水地点及び放水地点の予定場所と導水管や水圧鉄管の予定ルート・管長が判るようにすること。

（注３）流量調査場所、地質調査場所、地形測量場所等の事業の実施場所が判るようにすること。

（注４）1/25000の地図で判り難い場合は、補足資料として縮尺を拡大した地図も提出すること。
・調査場所の所有者： （注）土地所有者の名称と所有者毎に調査許可の取得状況や許認可の見通し等を記載すること。
（例）個人A：相談前、○○市：相談中、□□県：許可取得済
・地目と区画指定状況：（注）地目は不動産登記規則の第九十九条で規定している区分を記載すること。
（例）田、畑、山林、原野等
・現地写真：添付資料７のとおり。（注１）写真の撮影者（所属・氏名）と撮影日が判るようにすること。
（注２）調査場所及びその周辺写真を添付すること。（各写真のキャプション（説明文）も記載すること。）

（注３）各写真の撮影場所や撮影方向が明確になるようにした資料も添付すること。
ｂ．流況：
・取水河川名等：　○級河川　○○水系　△△川（普通河川）
（注）農業用水路等の場合は水路名称等を記載すること。

　　　　　　　（管理者：□□市長　　　　　　　　　　　　　）
・放水河川名等：　○級河川　○○水系　□□川（●級河川）
（注）農業用水路等の場合は水路名称等を記載すること。

　　　　　　　（管理者：△△県知事　　　　　　　　　　　　　）
　　　・豊水量　　　：　○.○○㎥/s

　　　・平水量　　　：　○.○○㎥/s

　　　・低水量　　　：　○.○○㎥/s

　　　・渇水量　　　：　○.○○㎥/s

　　　・最小水量　　：　○.○○㎥/s

　　　・その他　　　：　○○○○○○○
　（３）発電計画の概要（地点毎に記載すること）
・発電形式　　：　水路式 or ダム式 or ダム水路式　　（注）揚水発電は補助対象外
　　　・使用水量　　：　　○.○○㎥/s

　　　・有効落差　　：　○○.○○ｍ
　　　・総合効率　　：　　○○.○％
　　　・発電出力　　：　　 ○○○kW
　　　・導水路長　　：   　○○○ｍ
　　・水圧鉄管長　：　　 　○○ｍ
　　・既設設備の使用、又は流用の有無：有
　　　（有の場合、下欄に流用設備の概要、流用する設備の範囲、設備の現在の状況（稼働中、廃止時期等）をご記載下さい。）

（４）実施計画
　①事業実施内容
（注）事業期間、実施内容（複数年度事業の場合は年度別）、実施体制等を記載すること。
　②事業実施予定スケジュール（別紙３）
（５）事業費
　①事業経費の配分（別紙４）
　②資金調達の予定（別紙５）
（注１）事業全体に要する経費について記載すること。
　　（注２）事業経費の積算根拠資料（参考見積書、設計内訳書等）を添付すること。（添付資料６）
また、積算根拠資料を作成した際の仕様が判る資料を提出すること。（添付資料７）
（６）事業の実施体制（別紙６）
　　
（７）事業実施に関連する事項
　①他の補助金との関係
　　（注）当該補助事業と直接的あるいは間接的に関係する他の補助金等を受けている又は受ける予定がある場合は、その補助金等の内容を記載すること。
　②実施上問題となる事項
　（注１）補助事業の調査等の実施に当たって許認可（届出）、権利使用（又は取得等）の必要なものについては、その取得についての進捗状況、許認可取得見通し等を記載すること。
　　（注２）その他、実施上問題となる事項があればその内容と解決の見通しを記載すること。
　③その他特筆すべき事項
　　（注）次の場合にその内容を記載すること。
・新技術、コストダウン策等、特筆すべき事項がある場合
・計画されている水力発電所が、申請者等の再生可能エネルギーの導入や地域活性化の計画にある場合
（別紙６）　
補助事業実施体制
　１．補助事業名
２．事業実施社内体制
（１）事業者（従事者名簿）
	所　　属
	役職
	氏　　名
	役割分担

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


　　　※全ての従事者を記載すること。
　　　※業務管理責任者・経理責任者は役割分担欄にその旨を明記すること。
　　　※役割分担は具体的な調査・検討項目に応じて記載すること。
（２）事業者内実施体制および役割分担
※申請者の組織図を基に、申請代表者、担当者の所属部署等事業の実施体制を記載願います。

３．請負会社選定方法

（注１）契約方式は、「入札」又は「見積合わせ」等を記載すること

なお、契約方式は競争原理に基づく公平な方式とすること

※申請の段階で競争入札又は三者見積を実施する必要はないため、参考見積など

　申請金額の説明が可能な資料を添付すること。

（注２）実施体制に未定の部分がある場合は、「未定」と記載すること

（注３）補助事業者は事業者名を記載すること
申請者において文書番号を有する場合は、年月日の上部にその文書番号を記載すること。





例）


・流用設備の概要：既設の農業用水取水口、沈砂池、農業用水路の一部


・流用する設備の範囲：農業用水取水口を取水口、沈砂池をヘッドタンク、取水口～沈砂池間の農業用水路を導水路へそれぞれ流用する。


・設備の現在の状況：取水口、沈砂池、農業用水路はそれぞれ稼働中。





申請代表者


○○市長


○○○○





政策推進係





主任 ○○○○


（担当者１）





係長 ○○○○


（経理責任者・担当者２）





総合政策課





課長 ○○○○


（業務管理責任者）





企画係





契約方式：入札


事業者：不明


流量調査





予算：○○○○千円





契約方式：入札


事業者：未定


地形測量





予算：○○○○千円





契約方式：見積合わせ


事業者：未定


基本設計





予算：○○○○千円





補助事業者


事業者名








